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令和６年度１２月追加補正（第１０号）の概要 
令和６年１２月 

名 取 市 

■ 一般会計（第１０号） 

 

○ 人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じる改定分として、職員等の人件費

について補正予算措置を講じた。 

〇 防災集団移転促進事業の移転先団地に係る分譲した区画の、造成及び用地取得に

要した復興交付金相当額の国への返還金について予算措置を講じた。 

○ 補正措置により予算規模は下記のとおりとなる。 

区分 補正前 補正額 補正後 

一般会計 38,126,994 千円 683,749 千円 38,810,743 千円 

○  補正措置の財源は、国庫支出金（94千円）、繰入金（683,655千円）により措置した。 

 

＜主な事業＞ 

 

１ 総務費 

  事業等の名称 
補正額 

（千円） 
備   考 

東日本大震災復興交付金返還金 426,333  

 

 

■ 介護保険特別会計（第４号） 

○ 人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じる改定分として、職員等の人件費

について補正予算措置を講じた。 

○ 補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。 

区 分 補正前 補正額 補正後 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
6,393,254 千円 1,201 千円 6,394,455 千円 
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■ 水道事業会計（第２号） 

○ 職員等の人件費について精査を行うとともに、物価高騰の影響による高舘浄水場等

運転維持管理業務に要する費用について補正予算措置を講じた。 

○ 補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。（支出予算） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

水道事業会計 3,421,446 千円 6,491 千円 3,427,937 千円 

 

 

■ 下水道事業等会計（第２号） 

○ 人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じる改定分として、職員等の人件費

について補正予算措置を講じた。 

○ 補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。（支出予算） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

下水道事業等会計 4,912,511 千円 3,226 千円 4,915,737 千円 

 

 

 



（単位：千円）

現計予算額
構成率
％

１２月追加補正予算額
（第１０号） 計

構成率
％

12,382,966 32.5 12,382,966 31.9

320,000 0.8 320,000 0.8

3,000 0.0 3,000 0.0

35,000 0.1 35,000 0.1

20,000 0.1 20,000 0.1

175,000 0.5 175,000 0.5

1,909,000 5.0 1,909,000 4.9

40,000 0.1 40,000 0.1

31,000 0.1 31,000 0.1

515,981 1.4 515,981 1.3

3,540,730 9.3 3,540,730 9.1

13,000 0.0 13,000 0.0

182,125 0.5 182,125 0.5

497,474 1.3 497,474 1.3

7,090,675 18.6 94 7,090,769 18.3

2,496,005 6.5 2,496,005 6.4

159,213 0.4 159,213 0.4

350,000 0.9 350,000 0.9

3,189,881 8.4 683,655 3,873,536 10.0

232,274 0.6 232,274 0.6

1,084,670 2.8 1,084,670 2.8

3,859,000 10.1 3,859,000 9.9

38,126,994 100.0 683,749 38,810,743 100.0

6,955,894 - 6,955,894 -

14,666 - 14,666 -

189,808 - 189,808 -

6,393,254 - 1,201 6,394,455 -

1,006,173 - 1,006,173 -

220 - 220 -

1,256,462 - 1,256,462 -

水 道 事 業 会 計 2,885,975 - 2,885,975 -

下水道事業等会計 3,728,686 - 1,713 3,730,399 -

22,431,138 - 2,914 22,434,052 -

60,558,132 - 686,663 61,244,795 -

58,243,170 - 683,952 58,927,122 -

※計数は端数において四捨五入を行っているため、内訳と合計が一致しない場合がある。
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■　令和６年度歳入予算款別一覧（１２月追加補正（第１０号）後）

特
　
別
　
会
　
計

一 般 会 計 合 計

特 別 会 計 合 計

総　　　　　　計

純　　　　　　計

項　　目

一
　
般
　
会
　
計

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

公営企業
会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 特 別 会 計

休日夜間急患センター特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計
被 災 市 街 地 復 興 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料



（単位：千円）

現計予算額
構成率
％

１２月追加補正予算額
（第１０号） 計

構成率
％

256,152 0.7 2,439 258,591 0.7

3,405,902 8.9 473,149 3,879,051 10.0

14,384,107 37.7 79,457 14,463,564 37.3

2,743,989 7.2 14,192 2,758,181 7.1

28,939 0.1 28,939 0.1

595,500 1.6 6,145 601,645 1.5

887,641 2.3 3,107 890,748 2.3

4,514,555 11.8 18,323 4,532,878 11.7

1,687,797 4.4 34,488 1,722,285 4.4

4,998,767 13.1 52,449 5,051,216 13.0

2 0.0 2 0.0

2,610,996 6.9 2,610,996 6.7

2,002,647 5.3 2,002,647 5.2

10,000 0.0 10,000 0.0

38,126,994 100.0 683,749 38,810,743 100.0

6,955,894 - 6,955,894 -

14,666 - 14,666 -

189,808 - 189,808 -

6,393,254 - 1,201 6,394,455 -

1,006,173 - 1,006,173 -

220 - 220 -

1,256,462 - 1,256,462 -

水 道 事 業 会 計 3,421,446 - 6,491 3,427,937 -

下水道事業等会計 4,912,511 - 3,226 4,915,737 -

24,150,434 - 10,918 24,161,352 -

62,277,428 - 694,667 62,972,095 -

59,962,466 - 691,956 60,654,422 -

※計数は端数において四捨五入を行っているため、内訳と合計が一致しない場合がある。

総　　　　　　計

純　　　　　　計
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■　令和６年度歳出予算款別一覧（１２月追加補正（第１０号）後）

項　　目

一
　
般
　
会
　
計

一 般 会 計 合 計

特
　
別
　
会
　
計

公営企業
会 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

被災市街地復興土地区画
整 理 事 業 特 別 会 計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

宅 地 造 成 事業 特別 会計

特 別 会 計 合 計

国 民 健 康 保険 特別 会計

土 地 取 得 特 別 会 計

休日夜間急患センター特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計


